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刊行にあたって 

平成17年を振り返ってみると、４月には107名の死者を出した尼

崎市の列車事故が発生し、７月には本市でも震度５弱を観測した

千葉県を震源とした地震が発生し、国外でも、国際消防救助隊を

派遣した10月のパキスタン・イスラム共和国地震が発生するなど、

国内外で大きな事故や地震災害が発生しました。 

このような中、横浜市においては、火災件数は1,069件であり、

救急件数は16万２千件余でした。火災件数は平成16年に比べ138

件減少しましたが、今後も予防行政の強化推進や増加を続ける救

急需要への適切な対応を図るとともに、様々な危機へ迅速・的確

に対処する必要があります。 

一方、防犯対策をはじめ、テロ対策、新たな感染症対策など様

々な危機管理への市民ニーズが高まる中、横浜市役所の改革の一

環としてこの４月から、消火・救助・救急機能、危機管理機能及

び防犯機能が融合した安全管理局が誕生しました。災害等から市

民の生命・身体、財産を守るための責務はこれからも変わるもの

ではありませんが、消防の持つ機動力とノウハウを最大限活かし

ながら様々な危機に対処していきます。 

今般刊行した消防年報は、平成17年中に横浜消防が総力を挙げ

て取り組んだ事務事業の実績やその概要について広く一般に周知

するとともに、施策の展開や業務計画の立案に資する基礎資料と

するよう編纂したものです。新しい局の誕生と新たな任務の遂行

に向けて、収集した情報を即座に分析して、横浜市として何をな

すべきかを総合的に判断できる態勢を整えるとともに、市民生活

の安全・安心を確保するために、本年報を執務資料として広く有

効に活用することを切に願うものであります。 

 

平成18年９月 

横浜市安全管理局長 

                    橘川 和夫   
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